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1.	第８回イバード派研究会議に参加して
東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所　特任研究員

近藤洋平

2017年5月20日（土）から22日（月）

の3日間にわたって、第8回イバード派研究

会議（8th・Conference・on・Ibadi・Studies）

が、東京大学駒場キャンパスで開催されま

した。本会議は、2010年から開催されて

いる、イスラームの少数派イバード派を取

り扱った国際的な研究集会です。これまで

は、ギリシアはテッサロニキのアリストテ

レス大学、ドイツのチュービンゲン大学、

イタリアのナポリ東洋大学、ポーランドは

クラクフのヤゲロニアン大学、英国のケン

ブリッジ大学とオクスフォード大学、そし

てロシアはサンクトペテルブルグの東洋

学研究所で開催されました。

イバード派とは、スンナ派、シーア派と

ともに、イスラームを構成する宗派の一つ

です。同派は、信徒数こそ少ないものの、

イスラーム史の早い時期から活動し、現

在ではアラビア半島のオマーンや、北ア

フリカのチュニジア、リビア、アルジェリ

アなどにその信徒がいます。スンナ派や

シーア派と同じく、その長い時間におい

て、イバード派の学者たちは自分たちの歴

史や教義について、多くの著作を残しまし

た。近年、イスラームの歴史や思想を、ス

ンナ派やシーア派とは別の立場から読み

解こうとする試み、また国内に多くの信

徒を抱えるオマーン国の財政的支援など

もあり、イバード派に関する研究が国際的

に活発になっています。今回の会議も、オ

マーン国の宗教寄進・宗教事項省の支援

のもと、東京大学中東地域研究センター

（UTCMES）が主催受け入れ機関となり

ました。会議の場で報告された内容は、後

日ドイツの出版社から紀要として出版さ

れます。各発表の内容はその紀要の刊行を

楽しみにしていただくとして、以下、会議

の様子や会議に参加しての個人的な感想

などを述べたいと思います。

まず特筆すべきは、会議に参加した出席

者の多様さでしょう。会議には世界15カ

国ほどの国から、40名近い研究者が集ま

りました。来日者たちの一部が必要とす

る、日本の短期滞在査証取得の支援は大変
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でしたが、結果として予定していた参加者

がみな日本の地を踏んだことは、会議が成

功のうちに終わったことの最大の要因で

あるようにみます。

また登壇者は、長らくイスラーム学研究

の第一線で活躍してきた大御所から、こ

れから博士論文を提出しようとする若手

まで、幅広い年齢層から構成されていまし

た。会議は、Local・and・Global・Identities:・

Social・Change・and・Diaspora・ in・ the・

Ibadi・Communitiesという全体テーマの

もと、The・Formation・of・ Ibadi・ Identity,・

Ibadi・ Identity・ in・Modern・ Times,・

Expressions・of・ Ibadi・ Identity,・ そして

Identity,・Social・Change・and・Diaspora:・

Theoretical・Reconsiderations・and・

Examplesという下位テーマから構成さ

れました。合計10のセッションでは、イ

バード派を軸として、中東アフリカ地域に

関係する最新の報告がなされ、質疑応答の

時間には各報告に対して鋭いコメントや

先も呼ばれるように、引き続いて質の高い

成果を出すべく研鑽に励んでいこう、と気

持ちを新たにしました。またこれまで小さ

な研究会での経験はありましたが、今回初

めて国際会議でのセッションの司会を務

めました。いろいろ反省点はありますが、

とても貴重な経験となりました。そして会

議前日に都内を回りながら、会議の合間に

お茶を飲みながら、また都内視察の最後

に甘味処で「田舎善哉」を食べながら、イ

バード派研究を含むイスラーム学の過去・

現在・未来について、参加者といろいろ話

せたことは、望外の喜びでした。

最後に、本会議の受け入れを快諾してく

ださった東京大学中東地域研究センター

の先生方、当日きびきびと動いて会議の円

滑な進行をサポートしてくれたスタッフ

の皆さん、そして会議にかかるロジに関し

て完璧な準備をしてくださったK＆アソ

シエイツ株式会社の加地はるみさんに、心

から御礼を申し上げます。

本当にありがとうございました。

質問が付されました。さらに会議の合間の

コーヒーブレイクや昼食時、また夕食時に

は、テーブルごとに様々な話題が、英語の

ほか、フランス語やアラビア語などで交わ

されていました。3日間の最後の閉会セッ

ションでは、3日間で取り上げられた内容

が総括されるとともに、イバード派研究の

今後についても提案がなされました。

このほか、3日間の研究集会の翌日23

日には、東京都内視察ということで、皇居、

湾岸地区、そして浅草地区を回りました。

50人近い参加者をどのように誘導するか

など、とてもドキドキしましたが、皆さん

とても協力的で、特に混乱なく東京の昔と

今を楽しむことができました。

今 回 私 は、The・Formation・of・ Ibadi・

Identityのセッションで、西暦8世紀後

半から9世紀前半のオマーンのおけるイ

バード派法学の展開について報告しまし

た。会議への参加は今回が5回目でした

が、毎回会議の1～2ヶ月前は、果たして

結論を出し、うまくまとめることができる

のだろうか、と七転八倒しています。しか

し、うまくまとめることができたときの喜

びはまた格別で、この成果を是非みなに

知ってもらいたい、という気持ちでいっぱ

いになり、研究を続けてきてよかった、と

いう気持ちになります。30分という発表

時間は、あっと言う間でしたが、とても楽

しく、幸せな時間でした。本会議に呼ばれ

ることが研究の目的ではないですが、この

3月7日、アラブ首長国連邦ザイド大学

ドバイ校（Zayd・University,・Dubai）の

ラナ・アル＝ムッタワー氏を招き、“Japan・

Through・Arab・Eyes:・ The・Myth・ of・

Tradition・and・Modernity”と題する講

演会を開催した。ムッタワー氏は日本にも

留学経験があり、2017年前半、ペルシア

湾岸諸国から日本に留学している学生に

関する調査のために来日中であった。今回

のムッタワー氏の講演は、とくに今日のア

ラブ首長国連邦の社会文化的な特徴に関

するものであり、日本との対比をとおして

分析しようとする試みであった。アラブ首

長国連邦は比較的若い国であるが、短期間

で急速に近代化し、発展を遂げていること

が知られている。そこでムッタワー氏は、

国民的な服装、言語、モラル、家族、女性

にかかわる問題を個別に検討し、現在のア

ラブ首長国連邦の特徴を説明した。我々が

湾岸のアラブ諸国としてイメージする伝

統的服装は、近代になって「発明」された

2.	講演会報告記

（1）	特別講演会

「Japan	Through	Arab	Eyes:	 The	

Myth	of	Tradition	and	Modernity」

日　時：・2017年3月7日（火）

・ 14:00-16:00

場　所：・東京大学駒場キャンパス18号館

・ コラボレーションルーム3

講演者：・Rana・Al-Muttawa

・ （Zayd・University）
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ものであるにもかかわらず、この創られた

「伝統」服を着用しないといわゆる内地人

とみなされないという。また湾岸では、ア

ラビア語がどんどん「使われなく」なって

おり、いわゆる内地人同士ですら英語で会

話をしている。とくに職場において、英語

がアラビア語を圧倒していることが指摘

された。アラビア語が母語としての地位を

脅かされ、アイデンティティの喪失につな

がっているという。倫理道徳についていえ

ば、（ほかのムスリム諸国と同じく）男女

の交流は禁止されており、友達関係さえも

制限されている、個が重視されず、集団と

しての対応が尊重されること、また飲酒や

酒場に行くこと、また西洋的な行動とみな

されることをすることは、おしなべて否定

的にみられることが説明された。そうした

現状において、日本は、アラブ首長国連邦

にとって、西洋諸国とは一線を画したモデ

ルとして注目されているという。彼らの理

解では、日本は保守的であり、個より集団

を重視する風土があるなど、アラブ諸国に

近く、「伝統」を保持しながら近代化を進

めるうえで参考になるのである。そこで、

実際に湾岸出身で日本に留学している学

生に調査をしたところ、必ずしも上記の

ような日本に対する理解がそのまま保持

されているわけではないことが明らかに

なった。留学生たちは、日本が西洋化され

ていることを指摘する。それでも日本語が

圧倒的に優勢であること、礼儀正しいこ

となど、伝統的な側面が保たれていると

いう側面も理解されているという。このよ

うに、アラブ社会における日本のイメージ

と、実際に日本に留学している学生の日本

理解は一致しない面もあり、アラブの日

本観が神話化されている側面が明らかに

なったという。

質疑においては、湾岸における教育制度

の在り方や、外国人労働者と内地人の関係、

さらに留学生の本国での社会的地位など、

多面的な側面から活発な議論が行われた。

（文責：阿部尚史）

（2）	特別講演会

「カタル断交：湾岸諸国の視点」

日　時：・2017年6月16日（金）

・ 17:00-19:00

場　所：・東京大学駒場キャンパスⅠ

・ 18号館4階

・ コラボレーションルーム1

講演者：・堀拔功二（日本エネルギー経済研

究所）、石黒大岳（日本貿易振興

機構アジア経済研究所）

Ⅰ.	 湾岸諸国における政治力学と対カタ

ル包囲網の形成

はじめに

現在カタルは、同国史上最大の国難に直

面している。サウディアラビア、UAE、バ

ハレーン、エジプトの4カ国を中心とする

アラブ・イスラーム諸国が、2017年6月

5日から相次いでカタルに対して外交関

係の断絶を宣言し、経済封鎖に踏み切った

からである。この問題の背景には、湾岸諸

国内の根深い対立の構造の存在も指摘す

ることができる。

1.・ なにが起きているのか？

カタルと周辺国の間には、対カタル断

交が発生する二週間前から不穏な空気が

漂っていた。5月24日にカタルのタミー

ム・ビン・ハマド首長の「問題発言」をア

ラブ・メディアが一斉に報じてから、サウ

ディアラビアとUAEを中心にカタルに対

するバッシングが始まったのである。一連

の報道はカタル国営通信（QNA）を引用す

るかたちで報じており、それによると23

日にドーハで開催された軍事式典におい

て、タミーム首長の演説のなかでいくつも

の問題発言があった。この発言内容には、

周辺国がテロを支援している、ハマースや

ヒズブッラーはテロ組織ではなく「抵抗運

動」である、イランは地域大国であり対立

を続けることは賢くないなど、非常にセン

シティブな内容が含まれていた。カタル政

府はQNAがハッキングされて「フェイク

ニュース」が掲載されたとして、タミーム

首長の発言を否定した。ところが、まるで

用意周到に準備されていたかのようなカ

タル批判が次々と出てきたのである。

そして6月5日に、バハレーンがカタ

ルとの外交関係断絶を宣言し、サウディア

ラビア、UAE、エジプトなどがこれに続い

た。カタルとの断交を宣言した国は9カ国

（さらに国際的に承認されていないリビア

東部政府も宣言）あり、このほかヨルダン

など4カ国が外交関係の格下げをした。こ

れらの国はカタルに対して、①48時間以

内の外交団の国外退去、②14日以内の在

留カタル人の国外退去、③陸・海・空の国

境閉鎖、の三点を宣言した。カタル政府は

当然ながら、突然の断交措置は不当なもの

であると反論したが、瞬く間に反カタル陣

営が形成されて、中東域内で孤立すること

になったのである。

またカタルの外交的な孤立も問題であ

るが、さらに深刻な問題は事実上の経済封

鎖が敷かれたことである。すなわち隣国の

サウディアラビアやUAEとの国境が封鎖

されてしまい、陸路・海路・空路などすべ

てのチャンネルが遮断され、周辺諸国から

の物資の輸送が不可能になってしまった。

国内の食料品や物資の多くを輸入に頼る

カタルにとって、その後極めて深刻な問題

が続くことになる。
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2.・ なぜ起きているのか？

それでは、反カタル陣営はなぜカタルに

対して、異例とも言える外交関係の断絶に

踏み切ったのであろうか。

本報告の時点で、反カタル陣営は公式に

断交の理由を説明していない。ただし、各

国は自国のメディアを通じてカタルを非

難しており、そこから理由を読み解くこと

ができる。第一に、カタルの「テロ支援疑

惑」であり、とくにUAEなどがテロ組織

として指定するムスリム同胞団との関係

を糾弾している。第二に、カタルが反体制

派を支援したり、アル=ジャズィーラの報

道を通じて内政干渉をしているという主

張である。第三に、地域への影響力を拡大

し続けるイランとのあいだで、政治的関係

を維持していることへの懸念である。

もっとも、このような反カタル陣営の

主張は目新しいものではない。またカタ

ルとサウディアラビアは対立の歴史を抱

えており、ハマド・ビン・ハリーファ政権

（1995－2013年）とは外交路線の違い

から不安定な関係であった。さらに、サウ

ディアラビアに加えてUAEとバハレーン

の3カ国は、2014年3月に駐カタル大

使を引き揚げている。その前年に、カタル

はGCC諸国とのあいだでリヤード合意

（2013年）を締結していたが、内政干渉

をしないことや、治安や安定を脅かす団

体を支援しないことが取り決められてい

た。ところが、カタルはこの合意を履行し

なかったとして、3カ国は大使召還に踏み

切ったのである。すなわち、今回の事件と

ほぼ同じ対立の構図がすでに存在してい

たのである。

3.・ 湾岸諸国における政治力学の変化

湾岸諸国では2011年の「アラブの春」

以降、域内の政治力学、ないしはパワーバ

ランスが大きく変化している。すなわち、

サウディアラビアとUAEの同盟関係がこ

れまでにないほどのレベルで深まってお

り、外交・安全保障政策での連携が突出し

てきたのである。この「リヤード・アブダ

ビ連合」とでも呼べる関係が中心となり、

2015年にはイエメン内戦への介入が行

心に仲介作業が進められており、双方の落

とし所を探る交渉が行われているが、最終

的な解決にはさらに多くの時間が必要で

ある。

（執筆：堀拔功二、2017年7月21日脱稿）

Ⅱ.	 クウェート首長の仲介：その外交力の

源泉

本報告では、カタル断交に関する湾岸諸

国の視点として、クウェートが域内での仲

介役として振る舞い得る背景について論

じた。端的にいえば、サバーフ首長がアラ

ブ諸国の君主の中で最年長者であり、40

年にわたり外務大臣を務めてきたキャリ

アにある。以下、本報告では、サバーフ首

長の経歴と外交活動を概観し、クウェート

とカタルおよび周辺国との関係、クウェー

ト国内の政治状況について説明を加え、最

後に質疑応答を反映して、今回のカタル断

交の理由として取り上げられているムス

リム同胞団の状況について補足した。

1.・ サバーフ首長の外交活動

サバーフ首長は、1929年6月16日に

第10代首長のアフマド・ジャービル・サ

バーフ（在位：1921―1950年）の息子

としてクウェートに生まれ、クウェート

国内で教育を受けた。1963年に外相に

任命され、2003年まで40年間連続して

外相を務めた。2003年にサアド皇太子

が首相職の兼任から外れたことにより、首

相に任命された。2006年1月にジャー

ビル首長が亡くなると、サアド皇太子が即

位したものの、病気のため職務遂行が困

難との理由で国民議会の推挙を受け、同

われた。そしてこの関係を支えるのは、

サウディアラビアのサルマーン国王とム

ハンマド・ビン・サルマーン王子であり、

UAEのムハンマド・ビン・ザーイド・アブ

ダビ皇太子なのだ。

両国の狙いは対イラン封じ込めとテロ

との戦いの強化である。トランプ大統領を

取り込むことにより、オバマ政権時代に冷

え切った対米関係を回復して、域内で伸張

するイランへの圧力を強化している。ま

た、両国がテロ組織と認定するムスリム同

胞団と関係をもつカタルを「テロ支援国

家」と見なし、テロとの戦いの名の下にカ

タルへの外交的攻勢を正当化している。そ

して、これらの目的を達成するためには、

これまで国交のなかったイスラエルにさ

え接近している様子が伺える。紙幅の都合

で詳論は別稿に譲るが、今日、湾岸諸国と

イスラエルの間で「奇妙な同盟関係」が成

立しようとしている。

このように、対カタル断交の背景には湾

岸諸国内の対立構造があり、政治力学の変

化が影響していることが分かる。対カタル

断交は長期化する様子を見せているが、カ

タルと反カタル陣営の交渉は、将来の中

東全体の行く末を規定することになるだ・

ろう。

付記

本稿は2017年6月16日に東京大学

中東地域研究センターで開催された筆者

の報告を文章化したものである。ただし、

その後もカタル情勢は大きく動いている

ため、その後の展開についても少しだけ触

れることにする。サウディアラビアなど4

カ国は6月22日に「13項目の要求」を

カタル側に提示した。この要求には、対イ

ラン関係の縮小やアル=ジャズィーラの

閉鎖など非常に具体的な内容が含まれて

おり、その大半はカタルにとって受け入れ

られないものであった。7月5日には、反

カタル陣営の態度がやや軟化するかたち

で、新たに「6原則」が提示された。これ

は「13項目の要求」を抽象的にしたもの

で、反カタル陣営の従来からの主張に近い

ものである。現在、クウェートと米国を中
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年2月に首長に即位した。サバーフ首長

は皇太子を経ずに首長となった。サバーフ

首長は、2015年にサウジアラビアのア

ブドゥッラー国王（1924年生まれ）が亡

くなって以来、アラブ諸国の君主では最年

長者となった。ちなみに、サルマーン国王

は1935年生まれである。人物評として

は、政治家よりもビジネスマン寄りとク

ウェート国内ではいわれており、実際に息

子や孫が投資会社KIPCOの役員を務めて

いる。長い閣僚経験と国民議会対応から、

政治的な根回しにも長けているとされる

が、外相時代のサアド皇太子兼首相との対

立や、首長即位後に自ら任命したナーセ

ル・ムハンマド首相と国民議会との対立で

政治的な混乱を招いたという見方もある。

他方で、アラブ連盟やGCCサミットなど

の国際会議での調整・仲介役として積極的

な役割を果たしてきている。

サバーフ首長の即位後における主な仲

介外交は以下の通りである。2009年の

アラブ社会経済開発サミットでは、レバノ

ンのラーフェク・ハリーリー元首相暗殺で

関係が悪化したシリアとサウジアラビア

の関係を改善させ、2011年にはスパイ

活動をめぐって関係が悪化したUAEとオ

マーンの関係を回復させた。ムスリム同胞

団などの扱いをめぐって、サウジアラビア

たとバーレーン、UAEがカタルから大使

を召還した2014年の前回のケースにお

いても、GCCサミットを前にクウェート

が仲介し、リヤド合意につなげた。2016

年には、サウジアラビアとエジプトの間

で、経済支援やティラン海峡の島の帰属問

題をめぐって悪化した両国の関係を取り

持った。いずれの仲介外交も、あくまで対

立する双方の間に対話のチャンネルをつ

なぐメッセンジャーの役割であり、交渉の

席につかせ、合意を履行させる強制力はな

い。それでもサバーフ首長が仲介役を果た

すことができるのは、対立する双方の間に

年長者が間に入って解決を図ろうとする

地域の伝統的な慣習に則ったものであり、

アラブ諸国の君主の最年長者で、豊富な外

交経験を持つサバーフ首長が現状におい

ては最適任と認められていることを反映

したものであろう。

２.・ クウェートと周辺国との関係

前節ではサバーフ首長の個人的な資質

に注目したが、国家あるいは政府として

も、クウェートはGCC内での中間的な立

ち位置を取り、地域大国のサウジアラビア

とイランの間でクウェートなりのバラン

ス確保に腐心している。イランとの外交関

係では、海上国境確定問題はあるものの友

好的な関係を維持している。議員外交が活

発であり、直近ではガーニム国民議会議長

がイランを訪問している。政府間では、サ

バーフ・ハーリド外相がイランを訪問し、

また、イランからロウハーニー大統領の

訪問を受け入れた。カタルとの関係では、

2010年に反政府デモの報道をめぐって

アルジャジーラの支局閉鎖といった問題

はあるが、相互に投資や企業進出が進んで

いる。カタルから天然ガスのパイプライン

を引くドルフィン・プロジェクトは、夏場

の慢性的な電力不足を解消するものと期

待されているが、サウジアラビアが自国領

の通過に反対しており頓挫している状況

にあるため、代替的にLNG輸送船で輸入

している。

３.・ クウェート国内の状況

国民統合の度合いは高く、シーア派を含

めて社会集団を代表する政治組織の多く

が議会政治に参加している。アラブの春に

先行して、クウェートでは部族集団を中心

とした反政府デモや治安部隊との衝突が

発生し、政府による抑圧はあったが、国内

での社会集団間での深刻な対立には至っ

ていない。2016年6月には中心街にあ

るシーア派のモスクで爆破テロ事件が発

生したものの、IS（イスラーム国）が狙っ

た社会集団間の分断と衝突は生じず、逆に

反テロで国内世論が固まる契機となった。

今回のカタル断交問題で注目されたムス

リム同胞団は、イスラーム立憲運動（ハダ

ス）を結成し、合法的に政治活動を展開し、

国民議会に議員を選出させている。基本的

には野党であるが、議員ではないメンバー

が閣僚に任命されるケースもあり、政府か

らの取り込み応じて協力に転じ、野党の他

勢力から顰蹙を買うこともある。反政府派

が大勝した2012年2月選挙の結果が憲

法裁判所の判断で無効とされ、議会が解

散の間に首長の緊急勅令で選挙法が改正

された一連の過程に対し、ハダスは他の野

党勢力と同様に2012年12月と2013

年7月の選挙への参加をボイコットした。

2016年11月議会選挙からハダスは復

帰しており、クウェートでムスリム同胞団

がテロ組織に指定される可能性は低い。

補足：湾岸諸国におけるムスリム同胞団

の状況

ムスリム同胞団をめぐる状況の違いは、

ムスリム同胞の思想が流入した時期と経

路の違いに起因していると考えられる。ク

ウェートのムスリム同胞団は、1940年

代以前にエジプトに留学していた学生ら

が創始者であるハサン・バンナーに直接師

事し、自国に持ち帰って広めたものであ

る。また1990年の湾岸危機の際、他国の

ムスリム同胞団が明示的にイラクよるク

ウェート占領を批判しなかったため、他国

の組織との関係を断絶したとされている。

一方で、サウジアラビアやUAE、カタル

には、1950年代以降、エジプトのナセル

大統領の弾圧から逃れてきた同胞団員に

よって広められており、サイイド・クトゥ

ブの影響の影響を受けて、より先鋭化・過

激化した形で体制の打倒を訴えるもので

あったため、より危険視されていると考え

られる。ちなみに、バーレーンはクウェー

トと同じような状況であり、2014年に

サウジアラビアとUAEがテロ組織に指定

した際には、両国の決定を支持するとの公

式見解を示したが、自国の組織について

は特にコメントしていない。バーレーンは

シーア派人口が半数を占め、クウェートと

異なり社会の分断が大きいこと、財政的に

も経済的にもサウジアラビアへの依存度

が高いことから、サウジアラビアに追従す

るのが基本的な行動様式となっている。

（執筆：石黒大岳）



6

（3）	特別講演会

「サウジ王位継承の新たな展開：三層構造

で強化されるサウジの王朝君主制」

日　時：・2017年6月29日（水）

・ 17:00-18:30

場　所：・東京大学駒場キャンパスⅠ

・ 18号館4階

・ コラボレーションルーム1

講演者：・辻上奈美江（東京大学中東地域研

究センター）

2017年6月、ムハンマド・ビン・サル

マン（MbS）が副皇太子から皇太子に昇格

したことで、サウジアラビア政界の中枢人

事に新たな展開が見えてきた。近年のサウ

ジの人事をアメリカの政治学者マイケル・

ハーブの「王朝君主制」の議論を下敷きに

しながら検討してみると、サウジでは王朝

君主制を三層構造にすることによって強

化を目指していることが明らかになる。

〈サウード家の王位継承〉

サウジアラビアでは1932年の建国よ

り現在まで、王位は建国の父アブドゥルア

ジーズとその息子らによって継承されて

きた。1993年に制定された統治基本法

第5条にも、王位がアブドゥルアジーズの

子孫によって継承されるべき旨、記されて

いる。2006年、当時のアブドッラー国王

は、将来の継承者に関する王族内の合意を

形成するための「忠誠委員会」を創設した。

忠誠委員会は、副皇太子以上の重要な人事

を決定する際に召集されている。次世代の

リーダーを決めるための制度設計は行わ

れたとはいえ、アブドッラー国王時代まで

は高齢者に敬意を払うことがしきたりと

なっており、度肝を抜かれるような順番抜

かしや世代交代は起こらないという暗黙

の了解があった。

実際に、1921年生まれのファハド国

王が1995年代に病に倒れた際、国王を

支えたのは1924年生まれのアブドッ

ラー皇太子（当時）だった。2005年に

ファハドの逝去に伴ってアブドッラーが

国王に就くと、国防航空相兼第二副首相

のスルタン（1925年生まれ）が皇太子と

なった。2011年にスルタンが死去する

と、内相で、すでに第二副首相のポストを

与えられていたナーイフ（1934年生ま

れ）に、そしてナーイフが死去するとサル

マン（1935年生まれ）に皇太子のポスト

が譲られた。ファハド、スルタン、ナーイ

フ、そしてサルマンは、スデイリー家出身

の母親を持つ実の兄弟であり、血筋として

は特にスデイリー家に重点を置いた人事

が進められたことになる。

〈「王朝君主制」とは何か〉

ところで、このように王族に政治の主要

ポストを重点的に配分する人事を、アメリ

カの政治学者マイケル・ハーブは「王朝君

主制（Dynastic・Monarchy）」と呼んだ。

ハーブは、湾岸諸国の君主制は、単独の君

主を頂点とする統治形態ではなく、支配家

系と君主が共同統治することが特徴的で

あるという。君主制（Monarchy）とは単

独の支配者による統治を意味するのに対

して、王朝制（Dynasty）は君主の系列、

支配家系の集団による支配を意味する。湾

岸諸国では、この二つの相反する統治形態

を同時に実現させているのである。具体的

には、支配家系メンバーが、内相、外相、

国防相などの要職に就いて、国王を支える

ような例を指す。

君主が支配家系の協力を得ずに単独で

支配して、体制が不安定化あるいは崩壊す

るよりは、君主の権力がより小さくとも、

支配家系の協力を得て支配するほうが、体

制は安定する。共同統治は理にかなってい

るという結論が導けるだろう。

〈サウジアラビア版王朝君主制〉

サウジアラビアにおいても、おおまかに

はハーブの論じるような王朝君主制が存

在する。これまでのところ、王位は兄弟が

継承してきており、血筋によって王位継承

順位が決まっているわけではない。内相、

国防相のポストはこれまで基本的に王族に

配分されてきたし、外相のポストも2015

年にサウード外相が死去するまで、長年に

わたって王族のポストとされてきた。

このように王朝君主制を採用してきた

サウジアラビアで今、後継者の選抜基準や

王族・非王族間のポスト配分に変化が生じ

つつある。この変化には、大きく三つが挙

げられる。

第一は、サルマン国王が自らの息子に重

要なポストを与えていることである。サル

マンは、2015年からムハンマド・ビン・

サルマン（MbS）を、国防相から副皇太子、

皇太子へと段階的に昇進させた。今年6月

にMbSを皇太子に昇格させるにあたって

は、忠誠委員会の34人中のメンバーのう

ち31人が賛同したと報じられている。サ

ウード家直系の主要王族の間で、MbSが

皇太子になることについて圧倒的多数の

支持を得られたことになる。もう一人注目

しなければならないのが、今年4月に駐

米大使に任命された、戦闘機パイロットの

ハーリド・ビン・サルマンである。MbSの

実弟で1988年生まれのハーリドは、ミ

シシッピーのコロンブス空軍基地で訓練

を受けたことがあるほか、ジョージタウン

大学で修士号を修めたとされる。

第二は、スデイリー家への配慮である。

今回、ムハンマド・ビン・ナーイフ（MbN）

を内相のポストから解雇したものの、代わ

りに内相に任命したのはナーイフ元内相

の孫であった。MbNには息子がおらず、

内相として直接の後継者がいないことは

明らかであった。MbNの甥にあたるアブ

ドゥルアジーズ・ビン・サウード・ビン・

ナーイフを任命し、内相経験が長かった

ナーイフの子孫に内務省を任せることで、

バランスが取られた。そのほか、ドイツ大

使や北部国境州知事にスデイリー家が任

命された。第三に、サウード家のアブドゥ

ルアジーズの直系の子孫への幅広い配慮

が挙げられる。アール＝サウードの直系

の子孫が、イタリア大使、王宮府顧問、ス

ポーツ庁の重役などに起用された。

王朝君主制では、共同統治する支配家系

が多いほど安定した政権運営ができると

指摘されている。現在のサルマン体制下の

王朝君主制は、数を増やすのみならず、三

層構造にして強化している。トップには、

サルマンの息子たちを配置し、次はスデイ

リー家に内相、主要州知事、ヨーロッパ主
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（1）	「イスラエル人女性にとっての軍隊：

当たり前の多様性と出会って」

東京大学総合文化研究科修士課程

澤口右樹

「私は軍隊の中で自由だったわ。」

あるイスラエル人女子大学生のBさん

は、筆者のインタビュー中にこう発言し

た。「軍隊」と「自由」が結びつくことが想

像できず、印象的な語りとしてフィールド

ノートに書き込んだ。彼女だけでなく、現

地で出会い、インタビューした人々の言

葉は、筆者の研究にとっても重要な示唆

に富んでいた。さらに、彼女たちの言葉は

フィールドワークの「面白さ」を教えてく

れたという点で、短い現地調査の大きな収

穫でもあった。

2017年2月初旬の2週間、筆者はイ

スラエルで現地調査を行った。筆者の研究

テーマは「イスラエル国防軍の女性兵士」

である。彼女たちを通して、イスラエル政

治の特徴である攻撃性（特にパレスチナに

対して）を理解する研究を続けている。当

初、女性兵士を取り上げるに至った背景

は、イスラエルの政治勢力である宗教右派

を調べていた時の発見であった。宗教右

派とは、ユダヤ教の教義を理由として、イ

スラエルによるパレスチナへの入植地拡

大、パレスチナ人への排他的政策を支持す

る勢力である。こうした政治的志向に加え

て、宗教右派はイスラエル国家への愛国心

も強く持つ。そのため宗教右派はユダヤ教

のアイデンティティを強く維持しながら、

イスラエル軍へ参加し、積極的に職務に働

く。彼らにとって、イスラエル軍への参加

は国民として義務であるからである。

ただし、彼らにとって問題となること

は、軍隊には女性兵士が存在することがあ

る。男女へ兵役を課すイスラエルで、軍に

参加することは、宗教右派の男性兵士に

とっては女性との接触を否が応でもせざ

るを得ない。この接触が、ユダヤ教の教義

である男女の分離に反してしまうため宗

教的男性兵士は女性兵士を排除する。こう

したことが、イスラエルの男女平等と男女

分離の衝突の一事例とされ、イスラエルの

世俗的価値観と宗教的価値観との衝突と

して議論されてきた。

一連の議論を念頭に置いていた筆者は、

軍隊という場における世俗と宗教の対立、

といった枠組みで女性兵士と宗教右派の

男性兵士を捉えていた。この衝突こそ、イ

スラエルの政治勢力である宗教右派への

新しい理解を提示でき、イスラエルの攻撃

性が宗教右派によって積極的に形成され

ていると考えてた。ただ、この想定からは

「では女性は兵役をどのように考え、どの

ように宗教的男性兵士と向き合っている

のか」といった疑問を解決することができ

なかった。新聞などのイスラエル・メディ

アは、女性が軍隊でも一生懸命働いてい

る、女性へのセクハラが多いといった断片

的な情報しか提供していなかった。先行研

究も、1990年代から2000年代初頭を

中心としていたり、男性兵士への調査が主

なものとなっていたりと、「普通」のイス

ラエル人女性の経験を見つけることが難

しかった。そのため、筆者は比較的若い世

代の兵役を経験したイスラエル人女性へ

のインタビューが必要だと考え、短い期間

ではあったが現地調査を行った。

最初に引用したBさんは、兵役を終え

て、大学に通っている学生である。彼女は

軍隊では教育部門のインストラクター、部

隊長を務めていただけだって、喋り方はは

きはきとして、筆者の意図をくみ取って

様々な話をしてくれる先生のような人物

だった。そんな彼女にとって、軍隊とは発

言のとおり「自由」になれる場所であった

ようだ。女性であっても、男性と同じ仕事

をしつつ、部隊長としてのリーダーシップ

も発揮できていた軍隊生活は、彼女にとっ

て貴重な経験だったと振り返っていた。彼

女との対話を通じて、筆者は軍隊という組

織への考え方に少し変化が生じた。もち

ろん、軍隊が男性性の組織であり、女性が

3.	現地調査報告

要国大使などの重要ポストを配分する。さ

らに、それ以外のサウード家の直系の子孫

（アール＝サウード）には、王宮府顧問や、

各人の専門に応じたポストを配分してい

る。このような三層構造の王朝君主制を確

立することによって、サルマン国王は頑強

な君主制を築こうとしている。

（執筆：辻上奈美江）

エルサレムの「嘆きの壁」の前にたむろするイスラエル兵たち
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そこに参加することは男女の平等達成で

はない、といった知的態度は変化していな

い。ただ、女性たち自身にとっては軍隊内

で多くの困難な経験をすることが、彼女た

ちの自信となっているという事実は無視

すべきではないことにも気付かされた。

また別のイスラエル人女性Pさんにイ

ンタビューした際にも、同じような話を聞

くことができた。彼女は20年ほど前に兵

役を経験した世代であるため、単純にはB

さんと比較することはできないというこ

とは明記しておきたい。そんなPさんは

当初、「軍隊には行きたくなかった」のだ

という。それは当時に政治状況への懸念、

一部の集団は兵役を免除されていること

への不満があったためだという。しかし、

「父親と大喧嘩して、仕方なく軍隊に行っ

た」のである。そんな彼女にインタビュー

した時、筆者は前述の話のため、軍隊への

否定的な意見が聞けると思い、身構えたの

だが、そのような予想は裏切られることと

なる。彼女は軍隊の経験を「楽しかった」

と振り返っていた。それは、同年代の女性

たちと共同生活を行い、規律やルールの

厳しい軍隊生活を乗り越えた充足感から

のようだった。また彼女は女性兵士たちへ

の身だしなみをチェックする係を任命さ

れ、女性兵士たちに命令することの難しさ

を感じながらも、やがて「上手に伝えられ

るようになった」と語った。こうした経験

も、Bさんと同じようにPさんにとって自

信となり、その後の人生にポジティブな影

響を与えているように思われた。

2人のイスラエル人女性にとって、兵役

はよい経験であることを語ってくれた。他

方、別のイスラエル人女性にとって、兵役

はさほど良い経験ではないようでもあっ

た。Sさんは諜報部門で事務仕事に従事

していた。主に朝8時に出勤し、夜5時に

は家に帰るという規則正しい仕事を行っ

ていた。諜報部門では機密情報を扱うた

め、非日常的な経験ができたという面白さ

はあったと語る反面、兵役自体は「あまり

私にとって利益は少なかった」と筆者に

語ってくれた。それは同時に、彼女の性格

上、軍隊内部での肉体的な訓練や、厳しい

規律、集団生活といったものにはあまり馴

染めなかったことに起因しているように

感じられた。ただし、彼女は兵役中の友人

たちの話や、上官への愚痴、部隊の話など

では面白そうに語ってくれた。軍隊を語る

時のネガティブさは、決して軍隊経験その

ものを否定するものではない。ある一つの

経験はポジティブでもありネガティブで

あるという当たり前のことであるためで

あった。

イスラエル人にとっての軍隊は、筆者が

理解していたもの以上に密接で、日常的

で、またそれぞれの人生にとって不可分の

ものであった。もちろん兵役制度のため、

一部の例外を除いてほとんどのイスラエ

ル人が軍隊に徴兵されるという社会では、

それは自明のことであろう。そのため、軍

隊を対象として研究する際の重要な事は、

それぞれの人にとっての軍隊生活はそれ

ぞれ違うという、当たり前の多様性に注意

を払わなくてはいけないという点である。

インタビューした人々の兵役の時代、場

所、社会階層といった背景は人により異な

る。歴史的町並みが多く残るエルサレム在

住なのか、近代的な町並みのテル・アビブ

在住なのか、郊外の出身なのか、両親ない

し家系はどこの地域からの移民なのかと

いった点は、インタビューした相手によっ

て異なる。一連の社会的背景が彼女たちの

語りの違いを生じさせているのかもしれ

ない。今後、こうした点をより重視し、再

調査する必要があるだろう。

その上で、このような当たり前の多様性

に直面し、筆者はフィールドワークの面白

さに気付かされた。人々の声に耳を澄ま

し、この多様性を拾い上げることで、筆者

の思い込みを修正できたためである。この

実感によって、自分自身の考えとフィー

ルドとの応答を繰り返す必要性を確認で

きた。短い現地調査の中で、インタビュー

データだけでなく、こうした経験を得られ

たことが、筆者にとっては大きな収穫で

あった。

（2）	「在日ムスリム・コミュニティに見る

地域社会との共生」

東京大学総合文化研究科修士課程

内倉智依

報告者は2016年3月に九州にある数

カ所のモスクでフィールドワーク調査を

行った。本報告では在日ムスリムと地域を

取り巻く環境に関する調査報告を得られ

た経験をもとに記したい。

日本におけるムスリム

今回の調査の目的は、日本の在日ムスリ

ムのモスクを中心とした地域住民との関

わりの実態状況の把握であった。現在日

本にいるムスリムは約11万人といわれ、

2016年6月時点での日本の在留外国人

数254万3,251人の約4%を占めてい

る。この割合は高くはないが、中東からの

在留者数に加え、国民の多くをムスリムが

占めるインドネシアやマレーシアといっ

た国からの在留者数が近年伸びており、

その比率は今後増加していくものとみら・

れる。

ムスリムの場合、宗教的な背景からイス

近代建築が立ち並ぶテル・アビブ古い町並みが存在するエルサレム
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ラム教に馴染みのない国では他の外国人

以上に日常生活における生活上の負担や

広い意味でのコストが大きく、それに対

して種々のネットワークを構築・駆使し

て対応している。実際に日本国内でも、彼

らが礼拝の際に使うモスクは都内やその

近郊に点在し、在日ムスリムの間で自助

的な相互扶助が進んでいる。その中で在日

ムスリム・コミュニティが担う役割も拡

大し、ネットワークの広がりや密度の変化

の過程において、地域社会における住民

との関係構築の点でもモスクを中心とし

たコミュニティが大きな役割を果たして

いることが予想された。本調査ではその地

域住民との関係性に焦点を当てて調査を・

行った。

料理教室イベントで見た住民の意識

今回の調査では、福岡県福岡市にあるア

ンヌールイスラーム文化センター福岡マ

スジド（以下福岡モスク）でインタビュー

調査や住民向けイベントへの参加を行っ

た。福岡モスクは2009年に3月に設立

されたモスクである。JR箱崎駅から徒歩

五分の場所にあり、近隣にはムスリムの留

学生が多く在学している九州大学がある。

モスクではアラビア語講座や料理教室と

いった地域住民向けの交流イベントも行

われており、調査の際にこの料理教室に参

加させていただく機会を得た。

この料理教室は毎月第三日曜日に開催

されていた。対象は主に地域の日本人女性

であり、男性講座も不定期に行われてい

る。講師となるのは在日外国人ムスリムの

女性であり、筆者が参加した回ではリビ

ア人の方が講師を務められていた。そし

て日本語でのご指導のもとShakshouk,・

tajine・bread,・fathirah・with・honeyの三

品を作ることとなった。当日の参加者は筆

者も含め7人であり、数度目の参加者も

いた。全員が福岡市在住の方で、小学生、

OL、主婦と様々な方が集まっていた。参

与観察の際に、それぞれの方に参加の動機

を尋ねてみたところ、料理教室として利用

しているという方と、異文化交流イベント

として興味を抱き参加している方に二分

されていた。調理中に先生が料理にまつわ

る自国での思い出話を披露するといった

場面も見られ、終始和やかな雰囲気で作業

は進んだ。

実食の際、多くの方が先生の母国に対す

る質問やイスラム教に関する質問を投げ

かけており、異文化理解の場として機能し

ていることを強く感じた。地域のムスリム

との交流頻度について尋ねてみたところ、

ほとんどの方が接する機会がないと答え

ていたことから、このような直接交流の機

会が一般的には少ないことが窺えた。一方

で、近年は頻繁にヒジャブを被った女性を

目にするようになり、イスラム教を意識す

る機会が増えていることから、興味関心が

強まっているというような声もあった。

地域におけるムスリムの認識

今回の調査で見ることが出来た状況は

全体のごく一部である。調査地域は限定的

であったが、モスクが地域住民と在日ムス

リムを繋ぐ紐帯として機能しているとい

うことは共通して強く感じた。元来モスク

は多機能的な施設であるが、特に日本の

ようなイスラム教徒の少ない地域ではコ

ミュニティ形成の場やムスリム自身の憩

いの場としての機能に加えて、日本人住民

がイスラム教を知るための数少ない施設

としての役割もあるだろう。料理教室参加

者へのインタビューの中でも、モスクを文

化センターとして捉えている方が数名い

た。また、モスクが中心となって行ってい

るイスラム教の理解促進に向けた講演や

イベントも存在することから、情報発信を

行う場としての機能も強い。本調査によっ

て、交流の拠点としてのモスクの姿を垣間

見ることが出来た。

料理教室　食事風景

「上海フォーラム2017」に参加して

アジアは北欧から何を学ぶべきか？

客員教授　森元誠二

１．はじめに

2017年5月29日から30日まで、

私は上海で開催された「上海フォーラ

ム2017」に参加した。同フォーラムは

2005年に創設され、復旦大学及び韓国

高等教育財団（KFAS）の共催によって毎

年5月に開催されている。そのモットーは

「アジアの喫緊の問題に焦点を当てて、世

界のエリートを集結して議論を促進し、互

いの協力を深めコンセンサスを模索する

こと」とされているが、今年はメインテー

マを「アジアと世界：新たな動力、構造及

び秩序」と銘打って開催された。

私が上海を訪れるのは、1992年に天

４.	特別寄稿
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皇皇后両陛下が中国を公式訪問された時

に随員として同地を訪問して以来の実に

25年振りことであったが、その間の街

の発展振りにはまさに目を見張るものが

あった。

私とフォーラムを結びつけたのは、

スウェーデン安全保障開発政策研究所

（ISDP）のラーシュ・ヴァリエ特別フェ

ロー（前在京スウェーデン大使）である。

後述のアジアと北欧を論じるセッション

への参加を彼から慫慂され、北欧在勤の経

験を生かせるであろうとこれに応じるこ

ととした。

２．全体会合

上海国際会議センターで開催された開

会式では、数名のゲストがキーノート・ス

ピーチを行った。中でも、2010年のノー

ベル経済学賞を受賞したクリストファー・

ピサリデス教授は、人工知能（AI）の発達

した社会が世界にもたらすであろう大き

な変化に警鐘を鳴らし、人類は今からその

対応を考えていく必要があると指摘して

参加者の関心を惹いた。同教授によれば、

一般的にAI社会では生産性が高まり、社

会は豊かになるだろうが、同時に雇用の構

造は大きく変化する。多くの労働者が職を

失う一方、勤務時間が減少する中で人々は

レジャーにより時間を割くようになるた

め、そこから新たな雇用形態が生まれる。

興味深いのは、高度の知識集約型職業ほ

どAIによって置き換わりやすい傾向があ

るのに対し、ロボットでも代替できないよ

うなゴミの収集といった労働集約型の仕

事は温存されるものの、その賃金は低く留

まったままであろうとの指摘である。同教

授は、このような傾向は富の増加、老齢化

と相俟って益々促進されるが、とりわけ人

的な接触（human・contact)に関わる分

野、なかんずくヘルスケア分野では新たな

成長の波から受ける利益が顕著であろう

と予測した。

同じく、キーノート・スピーカーとして

壇上に立ったアブドゥル・ギュル前トルコ

大統領は、中国政府の唱える「一帯一路」

構想を意識して、旧シルクロード上に位置

し、アジアと欧州に跨るトルコの地政学的

重要性を説き、これまでトルコがユーラシ

ア開発に果たしてきた役割を強調しつつ、

中国の新たな構想はユーラシアの更なる

発展に寄与するものであると称えた。

３．アジアは北欧から何を学ぶべきか？

（1）・アジアが参考とすべき欧州の地域協

力の枠組み

さて、本題の私が参加したセッション

は、日本、中国、韓国、スウェーデン、デン

マーク、ノルウェーからパネリストが参加

して「新世界秩序における北東アジアと北

欧の間の対話と関与」と題して行われた。

自らのプレゼンにおいて、私はアジアと

欧州の置かれた現状に基本的な差異があ

ることを、アジアの多様性と欧州の均一性

を対比しつつ説明し、冷戦の終結後一体性

を強めた欧州に対してアジアは冷戦終了

に伴う「平和の配当」を十分に享受してい

ないとして以下の諸点を強調した。

欧州が概ね白色人種・キリスト教文化の

下で、共産主義体制の崩壊を受けて民主主

義、基本的人権、表現の自由などの基本的

価値を広く共有しているのに対し、アジア

では依然共産主義体制が存続し、朝鮮半島

は分断されたまま、「一つの国、二つの体

制」といった理屈もまかり通っている。ま

た、宗教的にも人種的にも文化的にもアジ

アは多様である。欧州の壁が崩れた遠因

として、1970年に東西の信頼醸成の場

として設立された「欧州安全保障協力会議

（CSCE）」の下でいわゆるヘルシンキ・プ

ロセスが着実に進行したことに注目すべ

きであろう。結局のところ、第三バスケッ

トを通じて助長された文化・思想と人物の

交流、そこから生じる相互理解の深化が

重要な要素であり、壁の東にいる人々に新

たな価値観と多様な物事の見方を知らし

めることとなった。壁を突き崩す力になっ

たのはむき出しの力ではなく、人々の意

思であったのである。その意味で、アジア

の多様性を前提に冷戦の残滓を取り除き、

地域の安定と繁栄を築いていくために、・

「アジア安全保障協力会議（CSCA）」の創

設を考えても良いのではないか。

これを受けての議論には興味深いもの

があった。アジアの多様性については誰も

が認めたが、中国を代表する復旦大学のあ

る教授からも体制の違いを克服して地域

の平和と安定を達成するには、次の世代を

担う若者同士の国境を越えた交流と相互

理解が不可欠であるとの指摘がなされた。

実際、復旦大学がデンマークのコペンハー

ゲン大学と進めている協力は興味深く、数

多くの研究者・学生の相互交流が活発に行

われている。また、フォーラムの主催が中

国と韓国の教育機関であることから、会場

にはそれぞれの国の学生や若者が会議の

組織運営に関与し、議論に耳を傾けて意見

交換している様子にも接し、若い世代にお

ける交流は活発になりつつあると実感す

ることも出来た。思想の交流は心の壁、ひ

いては国家による交流の壁をも突き崩す

ことに繋がるのである。

（2）・現状に照らしたアジアの地域協力に

当てはめられるべき原則

韓国から参加した延世大学の申鳳吉

（Shin・Bong-Kil)客員教授（日中韓協力
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事務局長、外交官として在京大使館での

勤務経験あり）、ノルウェーから参加し

た Fridtjof・Nansen・Institute の Arne・

Walther研究員（元在京ノルウェー大使）

から、それぞれ日中韓三カ国協力、北欧理

事会の活動について説明があった。前者は

2009年の日中韓首脳会談にて事務局の

設立が合意されたものであり、首脳会議、

外相会議などの合意を踏まえ、三カ国間の

様々なレベルの協議を運営し、潜在的な協

力案件を探るなどの枠組みを有している。

後者は、北欧五カ国が第二次世界大戦に巻

き込まれたとの反省に立って1952年に

設立され、北欧諸国が団結して協力を促進

していくことを目指しているが、メンバー

にはEU加盟国とそうでない国、NATO加

盟国とそうでない国が混在している。

アジアの現実を考慮に入れると、信頼醸

成を図っていく上で北欧理事会のやり方

が参考になろうとの指摘が正鵠を得てい

るように思われた。即ち、北欧理事会にお

ける政策の形成と決定はそれぞれのメン

バー国の主権を尊重しつつ、あくまでコン

センサスによって行われるのである。同時

に、多様性に悲観する必要はなく、これが

アジアのバイタリティーの源泉足りうる

ことにも注目しておく必要があろうとの

指摘も行われた。

（3）・アジアが北欧から学ぶべき規範意識

の高さ

同じプレゼンにおいて、私は北欧に共通

の以下のスウェーデンの具体的諸点をア

ジアとしても参考にすることが出来ると

説明した。

イ・ 政策決定を行うに当たって、民主主

義、自由、平等、人権といった基本的

価値を尊重すること

ロ・「大きな政府」の下で目指そうとす

る良き統治（グッド・ガバナンス）

ａ・ 国民の大きな負担を前提とした

福祉国家の充実

ｂ・ 基本的価値や清廉性を尊ぶ国民

の規範意識の高さ

ｃ・ 規範意識の高い社会に組み込ま

れた仕組み（オンブズマン制度を含

む）から来る腐敗の少なさ

ｄ・ 男女機会均等の推進（専業主婦は

女性労働人口のわずか2%。閣僚の

半数、国会議員の45%、中央官庁

の管理職の44%が女性）と女性の

視点を取り入れた政策形成

ｅ・ 以上の価値を土台にした外交政

策の策定

ハ・ 良き統治の実現のためには租税負

担を厭わない国民の責任感（所得再配

分機能を重視する税制、税率25%の

付加価値税を負担する覚悟）

ニ・ 政府機関による統治に対する監視

を怠らない国民の問題意識（総選挙に

際しての投票率は常に80%を上回る

政治参加への意欲）

ホ・ LGBTを始めとする多様な価値観

の尊重

ヘ・ 地球の持続的発展に向けての自然

と環境の保全努力

ト・ 他民族及び彼らの自己社会への統

合に関する社会的寛容

チ・ イノベーションと国際的な起業を

目指す精神

以上の諸点については、紙面の都合から

これ以上詳細には立ち入らないが、更にご

関心の向きには拙著「スウェーデンが見え

てくる：欧州の中の日本」（新評論、2017

年）を参照願いたい。

４．終わりに

初めて上海フォーラムに参加してみて

感じたことは、恐らく他の国際会議におい

ても同様であろうが、会議参加者との間

で形成されるネットワークの大切さであ

る。上海市内を流れる黄浦江での遊覧夕食

会の席ではギュル大統領との間で私のア

ンカラ在勤時代に起こったイズミット大

震災時の海上自衛隊による仮設住宅運搬

の話を契機に両国関係の話題にひとしき

り花が咲いた。前述の復旦大学の教授から

は、仕事の関係で東京にはしばしば行くの

で、次は東京大学を訪問して議論を継続し

たいとの申し入れがあった。最近の中国の

知識人は結構大胆に自己の意見を表明す

る。上海滞在中のこの発見も過去25年間

の同国における大きな変化の現れといっ

て良いであろう。

恐らく、それぞれの参加者が今回のメイ

ンテーマである「アジアと世界：新たな動

力、構造及び秩序」について今後ともそれ

ぞれの立場で考えて行こうとの思いを新

たにして帰路についたことと思う。
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●	UTCMES	スタッフ紹介　（平成29年9月30日現在）
〈スタッフ〉
高 橋  英 海 （センター長、兼務教授） 長 澤  榮 治 （副センター長、兼務教授）
森 元  誠 二 （客員教授） 杉 田  英 明 （兼務教授）
辻上 奈美江 （特任准教授） 阿 部  尚 史 （特任助教）
倉 澤  　 理 （バフワーン文庫・特任研究員） 瀬 口  美 加 （事務補佐員）

〈UTCMES 運営委員〉
高 橋  英 海 （委員長、大学院総合文化研究科教授）
長 澤  榮 治 （東洋文化研究所教授） 羽 田  　 正 （理事・副学長、東洋文化研究所教授）
高 橋  哲 哉 （大学院総合文化研究科教授） 矢 口  祐 人 （大学院総合文化研究科教授）
菊 地  達 也 （大学院人文社会系研究科准教授） 杉 田  英 明 （大学院総合文化研究科教授）

〈スルタン・カブース・グローバル中東研究寄付講座運営委員〉
高 橋  英 海 （委員長） 高 橋  哲 哉
西 崎  文 子 （大学院総合文化研究科教授、グローバル地域研究機構長） 松 尾  基 之 （大学院総合文化研究科教授）
矢 口  祐 人  杉 田  英 明 
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５.	そのほかの便り

（1）	中東地域研究センター付属図書室

	 「バフワーン中東研究寄付文庫」

中東地域研究センター

特任研究員　倉澤・理

前号でお知らせした通り、中東地域研究

センターの付属図書室は、オマーンの実業

家ムハンマド・サウード・バフワーン氏の寄

附によって、「ムハンマド・サウード・バフ

ワーン中東研究文庫」として開室予定です。

前期課程の学生の割合が高い駒場キャ

ンパス初の本格的な中東研究向けの図書

室ということで、「若手の研究者にも利用

しやすい図書室」をこころがけて、整備を

進めています。

すでに2016年度中に、部屋の確保、書

架の設置、作業机・OA機器の搬入が行わ

れ、2017年4月に着任した特任研究員

によって、現在、選書や登録作業などが進

められています。

2017年7月現在、購入ならびに寄贈

によりバフワーン文庫に搬入された本は、

アラビア語資料、ペルシア語資料、トルコ

語資料、欧米言語資料合わせて500冊を

超え、今年度中の本格的な運用の開始を目

指し、準備中です。

（2）	ムハンマド・サウード・バフワーン氏

紺綬褒章受章

中東地域研究センターに図書室を寄贈

してくださったムハンマド・サウード・バ

フワーン氏は、このほかにも医学研究科な

ど学内各部局に対して多くの寄附を行っ

ています。こうした東京大学に対するこれ

までの支援が高く評価され、2017年4

月に紺綬褒章を受章されました。心よりお

祝い申し上げます。


